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＜解説＞

抄録
目的：水道事業では施設の老朽化が進み，その更新が求められているが，人口が減少する中ではそれ
は困難を伴う．特に簡易水道事業ではその多くは農山漁村に立地するため問題は先鋭化する．簡易水
道事業をめぐる問題は，水源，水道システム，情報システム，人材，組織，財政など多岐にわたり複
雑である．本稿では，そのうち簡易水道事業に対する財政制度について取り扱う．簡易水道事業の財
政は国庫補助だけでなく，一般会計繰出によって支えられている．本稿では特に一般会計繰出に注目
し，それがどのような目的で導入され，発展してきたのか，また，人口減少問題に対してどのように
対応しようとしているのか，その動向を解説する．
方法：財政制度の理念や内容を記述するために，本稿では財政制度に関する二次文献に加えて，法令
のほか，行政官によって書かれた論考を収集する．
結果：簡易水道事業に対する財政措置には，建設改良に対する財政措置と高料金対策の財政措置があ
る．建設改良に対する国庫補助は農山村の衛生環境の改善を目的としたものとして導入され，のちに
法定された．また，住民の財政負担を軽減するために一般会計繰出とそれに対する財政措置が講じら
れるようになった．その後，辺地や過疎地域の問題が生じるとそうした地域に対する特別な財政措置
が講じられることになる．こうした財政措置は水道の普及に貢献し，水道サービスが普遍的なサービ
スとしてとらえられるようになると料金格差問題に注目が集まり，その是正のための財政措置が設け
られることになった．簡易水道事業では，給水原価，特に資本費にかかる原価が高く，そのため，い
ずれの財政措置も資本費の大きさに着目したものである．
結論：簡易水道事業には資本費に対する手厚い財政措置が講じられている．簡易水道事業のための財
政システムは，国庫補助と市町村の一般会計繰出との連携によって特徴づけられる．

キーワード：簡易水道事業，財政制度，一般会計繰出

Abstract
Objective: Facilities of water services are ageing and need to be renewed. However, renewal efforts are 
fraught with difficulties in the context of a declining population. These difficulties are acute, because most 
small-scale water supply services are located in rural areas. This paper illustrates financial systems for 

特集：人口減少社会における持続可能な水供給システムとまちづくり
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I．はじめに

 1 ． 本稿の目的
水道事業では施設の老朽化が進み，その更新が求めら

れているが，人口が減少する中ではそれは困難を伴う．
特に簡易水道事業ではその多くが農山漁村に立地するた
め問題は先鋭化する．簡易水道事業をめぐる問題は，水
源，水道システム，情報システム，人材，組織，財政な
ど多岐にわたり複雑である．本稿では，そのうち簡易水
道事業に対する財政制度について取り扱う．簡易水道事
業の財政は国庫補助だけでなく，一般会計繰出によって
支えられている．本稿では特に一般会計繰出に注目し，
それがどのような目的で導入され，発展してきたのか，
また，人口減少問題に対してどのように対応しようとし
ているのか，その動向を解説する．
その際，簡易水道事業の財政制度の内容や理念を記述

するために，本稿では，二次文献に加えて，法令や行政
官によって書かれた論考を収集する．主に二次文献や行
政官による論考に基づき簡易水道事業に関する国庫補助
及び地方財政制度の仕組みとその発展について記述する．

 2 ．簡易水道事業の特性
水道法第 3 条第 3 項によれば，簡易水道事業とは「給

水人口が 5 千人以下である水道により，水を供給する水
道事業」である．水道法は給水人口が100人以下の水道
を対象外としていることから101人以上5,000人以下の小
規模な水道事業が簡易水道事業である．なお，水道法に
は規定がないが，100人以下の人に水を供給する施設のう
ち条例で定められたものを「飲料水供給施設」と呼ぶ．
ただし，後述する国庫補助制度（簡易水道等施設整備

費）では「飲料水供給施設」を「50人以上（地下水汚染
地域にあってはこの限りではない．）100人以下を給水人
口として，人の飲用に供する水を供給する施設」と定義
し，国庫補助の対象としている [1]．
簡易水道事業は，上水道事業（給水人口が5,001人以
上）と同様に，地方財政法第 6 条に基づく「公営企業」
である（地方財政法第 6 条，地方財政法施行令第46条）．
そのため，一般会計が負担するべきとされる経費を除き，
「当該企業の経営に伴う収入（第 5 条の規定による地方
債による収入を含む．）をもってこれに充てなければな
らない」とされる（独立採算制）．
しかしその一方で，簡易水道事業には上水道事業とは
異なる制度上の特徴もある．その一つは，地方公営企業
法における位置づけである．地方公営企業法は，地方公
共団体の経営する企業の組織，財務，職員の身分取り扱
いなどを規定する法律であるが，それが当然に適用され
るのは，水道事業（簡易水道事業を除く），工業用水道
事業，軌道事業，自動車運送事業，鉄道事業，電気事業，
ガス事業の 7 事業であり，簡易水道事業は除かれている．
地方公営企業法が適用されると，複式簿記に基づく公営
企業会計方式が用いられ，また，組織上も管理者が置か
れる（一定規模以下の地方公営企業においては設置しな
くてもよい）などの違いが生じる[2]．
もっとも，各地方公共団体が条例により簡易水道事業
に地方公営企業法を適用することは可能である．公営企
業会計方式には資産管理が容易になるなどのメリットも
あり，人口減少による収入減少や更新投資の必要性の高
まりなどの課題を前に公営企業会計の適用が推進されて
いる．簡易水道事業については，人口が 3 万人以上の市
区町村においては2019年度までに，人口が 3 万人未満の

small-scale water services, and pays particular attention to the general account transfers, explaining the 
purpose for which they were introduced, how they have been developed, and efforts to attempt to cope with 
the problem of a declining population.
Methods: This paper collected secondary literature on the financial system, along with laws and regula-
tions, as well as essays written by administrative officials.
Results: The main financial measures for small-scale water supply services are financial measures for con-
struction and improvement and financial measures for reducing high-level water rates. State subsidies for 
construction and improvement were introduced with the aim of improving the sanitation conditions in rural 
villages in the 1950s. Moreover, transfers to the general account and financial measures were undertaken 
to reduce the financial burden on the inhabitants. These financial measures contributed to the spread of 
water supply systems, and as water supply services came to be regarded as a universal service, attention 
was drawn to the issue of water charge disparity. As a result, financial measures were established to correct 
such disparities. In small-scale water services, the unit cost of the water supply, especially the capital cost, 
is high, and, all financial measures therefore focus on the capital cost.
Conclusion: Small-scale water services are provided with generous financial measures for capital costs. 
The financial system for small-scale water services is characterized by the linkage between state subsidies 
and transfers from the general account of municipalities.

keywords: small-scale water services, financial system, transfers from general account
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市区町村においては2023年度までに公営企業会計の適用
を進めることが要請されている[3]．
もう一つの上水道事業と異なる特徴は，国による財政
支援が手厚い点である．国庫補助の面では，水道事業に
対しては，水源開発の施設整備，水道施設耐震化，広域
化に係る事業など限定されているのに対して，簡易水道
事業に対しては，老朽化した簡易水道施設等の基幹改良
事業など幅広く国庫補助の対象とされている（ただし，
簡易水道事業の統合が推進されるようになった2007年
度以降，対象となる簡易水道事業の限定等が行われた）．
また，地方財政措置の面でも簡易水道事業に対して手厚
くなっている．上水道事業では水源開発や広域化推進事
業等に限られるが，簡易水道事業に対しては，その建設
改良に係る企業債の元利償還金に対する地方財政措置が
講じられている．簡易水道事業では，上水道事業に比べ
て給水人口が少ないことは定義上当然であるが，その立
地する地域の自然条件と相まって，給水原価，特に資本
費が割高になっていることから，こうした手厚い国の財
政支援があってははじめて経営が成り立つ事業も多い．

II．簡易水道事業の財政制度

 1 ． 簡易水道国庫補助制度の概要
簡易水道事業では，その建設改良に要する経費に対し
て国庫補助が存在し，この点が上水道事業に比べて特徴
となっている．この簡易水道に関する国庫補助制度の中
心は「簡易水道等施設整備費補助」である．現行制度の
詳細は，厚生労働事務次官発の通知「簡易水道等施設整
備費の国庫補助について（厚生労働省発健0401第 2 号，
平成26年 4 月 1 日）」に示されている[4]．
この通知には，積算項目として「水道未普及地域解消
事業」，「簡易水道再編推進事業」，「生活基盤近代化事
業」，「閉山炭鉱水道施設整備事業」が示されている．ま
た，一般分に加えて，「離島振興事業費」と「北海道開
発事業費」が設けられている．
簡易水道施設の整備に係る補助率は，財政力指数0.30

を超える市町村におけるものとそれを下回るものとで区
別されている．加えて，単位管延長（導水，送水，配水
管路の総延長を計画給水人口で除した値）の距離に応じ
て補助率は二段階（財政力指数が0.30以下の場合），あ
るいは三段階（財政力指数が0.30を超える場合）に分け
られている．
すなわち，財政力指数が0.30を超える場合の補助率の
原則は 4 分の 1 であるが，単位管延長が 6 m以上20m未
満の場合には 3 分の 1 ，20m以上の場合には10分の 4 と
なっている． これに対して，財政力指数が0.30以下の場
合の補助率の原則は 3 分の 1 であるところ，単位管延長
が 7 m以上の場合には10分の 4 となる．
なお，財政力指数の違いに関わらず，渇水対策として
行う海水淡水化施設整備に係る事業で単位管延長が 1 m
以上であるものの補助率は10分の 4 となっている．

また，飲料水供給施設の場合には，簡易水道施設の場
合と異なり，そのほかの条件なく補助率は10分の 4 ，ま
た，閉山炭鉱水道施設の場合にも補助率は 2 分の 1 に統
一されている．さらに，離島振興事業費に該当する場合
にもそのほかの条件なく補助率は 2 分の 1 となる．
こうした簡易水道等の整備に関する国庫補助制度は，
どのような理念に基づき設計されているのだろうか．こ
の制度の発展過程を概観し，それを明らかにしたい．

 2 ． 簡易水道国庫補助制度の創設
簡易水道事業の建設改良に対する国庫補助の変遷を
「簡易水道30年史」や「農山漁村社会の近代化に貢献し
た簡易水道整備50年史」に基づき，概観してみよう[5-7]．
簡易水道事業の建設に要する経費に対して国庫補助制
度が創設されたのは1952年度のことである．そのきっか
けは1946年に発生した南海地震であったとされる．地震
に伴う地盤沈下によって四国及び和歌山県の井戸等は飲
料不適となったことへの対応として「地盤沈下対策簡易
水道新設補助金」が補助率 2 分の 1 で交付されると，こ
の補助金がよく活用され，厚生省では農村漁村において
水道を普及させるために補助制度を創設することを目指
すようになった．簡易水道事業の効用は，水汲み労働か
らの解放，農村漁村における生活の近代化，防火など多
様であるが，このとき予算獲得のために強調されたのは
伝染病の予防であった．
補助制度は1952年度に補助率 4 分の 1 で開始された．

その一方で，1954年に新規採択が中止されていた上水道
事業に対する補助金は廃止され，国庫補助は簡易水道事
業に重点化されることになった．さらに1957年に水道法
が制定されると，そこに簡易水道事業の定義と国庫補助
に関する規定が置かれた．
その後，簡易水道国庫補助制度は二つの方向へと発展
していくことになる．一つは，国庫補助対象事業の多様
化・拡充の方向，もう一つは，補助条件の拡充の方向で
あった．

 3 ． 国庫補助事業の多様化と拡充
まず，多様化・拡充の方向について見てみよう[6,7]．

早くも，簡易水道国庫補助創設の 5 年後の1958年度には
「広域簡易水道」が創設されている．広域簡易水道とは，
いくつかの簡易水道を布設し得る水道未普及地域を一定
の距離以上の連絡管（当初は500m以上，1996年に200m
以上に緩和）で連絡し，給水人口が5,000人を超える単
一の水道事業を新設する事業を指す．国庫補助の条件を
満たすために小規模な簡易水道が乱立し，維持管理上の
問題が生じかねないという問題意識から，それらを連絡
管で連絡した結果として，5,000人を超える給水人口を持
つに至った場合にも簡易水道と同様の国庫補助を認めよ
うという制度であった．
さらに，1978年度には，水源確保困難であるため同一
行政区域内の他の水道の給水区域から連絡管で浄水を受
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水する「無水源地域簡易水道」の制度が創設された．
また，1960年度には「区域拡張事業」が，1971年度には

水源枯渇または水質悪化が生じた施設の改良事業を対
象とする「増補改良事業」が創設されている．その後，
1980年度には老朽化施設の更新事業が「基幹的施設改良
事業」として補助対象となった．その後，1994年度，地
域の生活様式の変化に対応可能な水量・水圧が十分な簡
易水道を整備するための「地方生活基盤整備水道事業」
も創設された．
簡易水道の整備が進んでいくと，事業再編も対象に加

えられていった．1986年度には，既存の簡易水道の統合
整備等のための基幹的施設等の整備を行い，施設の一体
化と運営の一元化を図る単一の水道事業として「統合簡
易水道事業」が創設され，そのための基幹的施設等が補
助対象事業となった．さらに，上水道事業との統合も対
象に加えるため，1995年度，上水道と竣工後10年以上が
経過した簡易水道等施設の統合を対象とした「簡易水道
統合整備事業」が創設された[8]．
このように簡易水道等の整備に関する国庫補助制度は，

簡易水道の普及に伴い変化するニーズに応えるように対
象事業を拡充させ，簡易水道創設の促進から，様々な場
面での建設改良の地方負担分を引き下げることを通じて
高料金を抑制する方向へと発展してきた．

 4 ． 補助率の改善
もう一つの発展の方向は，補助率の改善であった[6]．
国庫補助制度創設の当初，補助率は 4 分の 1 のみであっ
た．国庫補助創設後10余年が経った頃，この補助率の改
善が課題となった．
1952年度の国庫補助創設後，簡易水道の建設は順調に

進んだが，徐々にその勢いは失われていく．1960年代に
かけて，当時の物価高もあり平均建設単価が上昇してい
たことを背景に，1965年度頃には国庫補助に対する要望
が減少していたのだ．簡易水道の建設費が高騰すると，
その分だけ国庫補助が充当されない金額も上昇すること
となり，住民負担が大きくなることがその要因であった．
そうした中で1963年の「補助金等合理化審議会」答申

では，簡易水道に対する国庫補助を融資に切り替えるべ
きとの指摘が見られ，簡易水道国庫補助は制度改革の圧
力に晒されることになった．しかも，1965年には国庫補
助に 5 億円の不明額が生じ，国庫補助が不要であるかの
ような印象を与えた．
こうした改革圧力を前に，簡易水道関係者は，補助の

必要がないから不明額が生じたのではなく，事業が行え
る状況にないことで不明額が生じたという説明を試みた．
そのために当初考えられたのは，補助率のスライド制で
あった．これは，給水原価が高い事業に対して補助率を
かさ上げし，平均の補助率を 3 分の 1 にするという案で
あったが，この案がそのまま実現することはなかった．
その代わり，地方財政との役割分担を前提とする財政

システムが導入された．簡易水道の整備は住民の福祉を

向上させるものであるため，地方自治体にとっては本分
とも言える事業である．そのため，建設単価高騰によっ
て仮に住民に加重な負担があったとしても，それは国と
地方自治体が適切に分担するべき問題であることになる．
そこで，1966年度から，建設費のうち国庫補助も地方債
も充てられない分について一般会計から繰り出しが行わ
れるようになる一方で，地方自治体間の財政力の差を考
慮に入れ，財政力が大きく下回る自治体の事業に対して
は補助率がかさ上げされた．
補助率の改善は1970年代に続けられ，1977年度には現
在の国庫補助制度の基本形が確立した．水道普及率の高
まりに伴い，1970年代，水道は「ナショナルミニマム」
と捉えられるようになった．1973年に公表された生活環
境審議会答申（「水道の未来像とそのアプローチ方策に
ついて」）にそれはよく現れていた．こうした中で，未
普及地域の解消の必要性は高まっていった．この時点に
至るまで未普及のまま残されていた地域は山間地など建
設・事業運営のための条件が極めて不利な地域であり，
平均建設単価は高まっていかざるを得なかった．
こうした状況の変化に合わせ，1970年代半ばに補助制
度が改正されていった．まず，財政力指数が0.30以下の
市町村にあっては計画給水人口 1 人あたりの管延長（単
位管延長）が10m以上のものには補助率が 3 分の 1 から
10分の 4 にかさ上げされた（1973年度）．これは飲料水
供給施設に対する補助率と同水準のものであった．
次に，高率補助が適用される条件不利の指標である単
位管延長が10mから8mへと緩和されると同時に，財政
力指数が0.30を超える市町村にあっても条件不利（単位
管延長8m以上）の場合には，通常の 4 分の 1 よりも高
率の 3 分の 1 の補助率が適用されるようになった（1975
年度）．
さらに，条件不利の指標である単位管延長が緩和され
た．その結果，財政力指数0.3以下の市町村にあっては，
単位管延長7m以上の10分の 4 と 7 m未満の 3 分の 1 の
補助率が適用され，また，財政力指数が0.3を超える市
町村にあっては，単位管延長20m以上が10分の 4 ， 6 m
以上20m未満では 3 分の 1 ， 6 m未満では 4 分の 1 と，
適用される補助率は細分化された（1977年度）．その後
も補助制度は拡充されているが，基本的な枠組みはこの
時点で確立された．

 5 ．建設改良に要する経費に対する地方財政措置
上記に見たように，簡易水道事業における建設改良に
要する経費に対する国庫補助制度は，地方財政措置と連
携することで，建設単価が高くならざるを得ない条件不
利な地域における簡易水道整備を実現してきた．そこで，
簡易水道事業に対する地方財政措置について見てみたい
[9-12]．
すでに見たように簡易水道事業における国庫補助制度
は1952年度に創設された．国庫補助が充てられていない
部分の一部に対しては，地方債が充当されていた．その
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充当率は50％に始まり，その後，60％， 65％と引き上げ
られ，1965年度には75％まで引き上げられていた．
この当時，「辺地に係る公共的施設の総合整備のため

の財政上の特別措置等に関する法律」（1962年制定）や「過
疎地域対策緊急措置法」（1970年制定）が制定されたため，
過疎および辺地に指定される地域では過疎債または辺地
債を，簡易水道事業債の充当されない部分に充当できる
ようになった．
しかし，過疎や辺地に指定されない一般の市町村にお

いては地方債の充当率が100％を下回っており，その部
分の財源措置が必要であり，住民が相当額の負担金を負
担している場合もあったという．
すでに述べた通り，1960年代半ばには簡易水道事業の

建設改良に係る国庫補助制度も，不用額が生じるなど転
換点にあった．また，1966年には，地方公営企業法が抜
本的に改正され，経費負担区分を前提とした独立採算制
へと移行する中で，地方財政法第 6 条も改正された．簡
易水道事業も含む「公営企業」に求められる独立採算制
は，「その性質上当該公営企業の経営に伴う収入をもっ
て充てることが適当でない経費」（行政的経費）と「当
該公営企業の性質上能率的な経営を行なってもなおその
経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難
であると認められる経費」（不採算経費）を除くものと
改正された[2]．
こうした変化を背景に，1966年度から簡易水道特別会

計に対する一般会計からの繰り出しが認められ，地方財
政計画に簡易水道建設費負担として計上されることと
なった．この時点では一般会計からの繰り出しは地方交
付税の算定に組み込まれておらず，基準財政収入額に算
入されない地方税等の部分（留保財源分）によって対応
されるものとされていた．
そのため，1966年度からの財政力の相当低い市町村に

対する国庫補助の補助率のかさ上げはあったが，簡易水
道事業の事業規模が拡大していく中で簡易水道事業特別
会計に対する一般会計からの繰出は，財政力の弱い市町
村にとって大きな財政負担となっていた．
そこで1969年度から，一般会計が繰り出した額の一部

について交付税措置されることとなった．初年度は特別
交付税として，続く1970年度からは普通交付税の基準財
政需要額に算入する形（普通交付税措置）がとられた．
その後，1975年度には簡易水道事業債の充当率は90％

まで引き上げられ，また，繰出対象が拡充された．それ
までの繰出対象は，建設改良費から国庫補助金と起債額
を除いた分であったが，それに加えて，当該年度の元利
償還金の 2 分の 1 に相当額する額も繰出対象になった．
こうして確立してきた簡易水道事業の建設改良に対す

る交付税措置は，給水人口ベースによって普通交付税措
置が行われていた．これは，普通交付税を算定する際に
用いる基準財政需要額のうち「保健衛生費」の密度補正
として，各市町村の給水人口に一定の単価を乗じた額を
基準財政需要額に算入するという方式である．

交付税措置の方法については，その時々の状況を踏ま
えて変更が加えられてきた．まず，1991年度に，各市町
村の財政需要をよりきめ細かく交付税に反映させるため，
水道事業債（簡易水道事業分）の元利償還金（1991年度
許可債分）の 2 分の 1 の普通交付税措置について，その
半分を元利償還ベースにより特別交付税として措置する
こととなった．1993年度には元利償還ベース分について，
再度，普通交付税措置に変更された．
さらに，この元利償還金分の交付税措置の方法は，地
方交付税制度に対する改革要請に応じる形で変更が加え
られている．
その一つ目は，2001年に閣議決定された「今後の経済
財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針（骨
太の方針）」に示された，地方の負担意識を薄める仕組
みを縮小するという方針を受け，事業費補正等による交
付税算入が見直されたことに伴う変更である．元利償還
ベースで普通交付税措置されると，企業債元利償還金と
して実際に生じる財政需要をきめ細かく普通交付税に反
映させることができるのだが，それが事後的な補填と
して受け止められると建設時点での予算制約が緩くなり，
過剰な建設投資を生むという批判への対応であったと言
えるだろう．
上記の通り1993年度から企業債元利償還金の 2 分

の 1 についてはその半分が元利償還ベースにより普通交
付税措置されていたが，2002年度にこれは45％に改めら
れ，引き下げられる5％相当額は給水人口ベースにより
普通交付税措置することとされた．その結果，簡易水道
事業債の元利償還金の 2 分の 1 については，その45％が
元利償還ベースによる普通交付税措置，残る55％が給水
人口ベースによる普通交付税措置となった．
二つ目は，基準財政需要額の算定の際の事業費補正を
可能な限り縮減する方向性が2009年度の地方分権改革推
進委員会第 4 次勧告において示されたことを受けた変更
である．簡易水道事業債の元利償還金の一部について元
利償還ベースにより普通交付税で措置されていた分が問
題となるが，それは，特別交付税措置に変更された．簡
易水道事業の上水道事業への統合が進められる中，それ
にもかかわらず物理的な統合が不可能な地域において簡
易水道事業が残り，その経営基盤強化への支援が必要で
あること，また，こうした財政需要は偏在すると見込ま
れることから，財政需要をよりきめ細かく交付税に反映
できる元利償還ベースを維持した上で特別交付税とする
ことが選ばれた．
次に，建設改良費から国庫補助金と起債分を除いた部
分（地方負担の10％分）の交付税措置についても変更が
加えられた．財政状況がますます厳しくなる状況にあっ
て，それまで建設時点で一括して繰り出していた方式か
ら，それを簡易水道事業特別会計の起債によって振り替
える方式（臨時措置分）が2002年度に導入された．この
簡易水道事業債の元利償還金は給水人口ベースにより普
通交付税で措置される．
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2021年度にこの臨時措置分は廃止され，地方債の充当
率が100％，交付税措置率55％（給水人口ベースでの普
通交付税措置27.5％，元利償還金ベースでの特別交付税
措置27.5％）に改められた．

 6 ．高料金対策に要する経費に対する地方財政措置
もう一つの地方財政措置は高料金対策であり，1969年

度に上水道事業で創設されたが，簡易水道事業では1974
年度から導入された[12,13]．高料金対策が創設された当
時，水道の普及が進むにつれて自然条件等により建設費
が割高になる条件不利な地域でも水道が建設されるよう
になり，その結果，水道料金に格差が生じるようになっ
ていた．そこで高料金の事業者の料金を引き下げるため，
その資本費の一部について一般会計から繰り出すことと
され，繰り出された額の一部については地方交付税措置
がなされることとされた．
このように高料金の原因となっている資本費の一部に
充てるため行われる一般会計繰出であるから，資本費が
平均よりも相当大きな事業がその対象となる．簡易水道
事業では，上水道事業よりもその条件は緩められている．
創設当初から2000年度までは，資本費単価と給水原価が
基準として用いられ，2001年度以降は資本費単価と供給
単価が用いられている．現在では，資本費単価が全国平
均以上であり，かつ，供給単価が全国平均以上である事
業が，高料金対策の対象となっている．
供給単価が基準として用いられるようになったのは，
料金収入の適正化や経営健全化のための努力を求める
ものであろう．2016年度以降は経営戦略の策定が要件と
なっているが，これは中長期的な展望を踏まえた経営が
行われていることを求めるものであろう．
高料金対策として一般会計から繰り出される額は，前
前年度の資本費単価から全国平均の資本費単価を控除し
た額に，年間有収水量を乗じ，さらに 2 分の 1 を乗じた
ものである（なお，海水淡水化施設を保有する場合には
その稼働に要した電気料金および逆浸透膜交換に要する
経費を加える）．上述した通り，簡易水道事業では建設
改良費に対して地方財政措置が別途講じられているため，
平均資本費単価を超える高資本費部分の半分だけが高料
金対策の対象経費となる．
そして，高料金対策の繰出基準額のうち 8 割が交付税

措置されている．まず繰出基準額の50％が普通交付税措
置され，繰出基準額と実繰出額の低い方の 8 割から普通
交付税措置額を控除した額が特別交付税措置される．

 7 ．事業統合に向けた制度改正
事の発端は2006年に行われた簡易水道等施設整備事業

に対する財務省の予算執行調査の実施であった．簡易水
道等施設整備事業の見直しを求める財務省に対峙する中
で厚生労働省は簡易水道統合へと舵を切る．2006年，厚
生労働省は簡易水道の建設改良に対する国庫補助制度を
見直すこととした[14,15]．

まず，簡易水道の統合推進のための国庫補助事業が
2007年度から2016年度までの10年間限定で実施された．
なお，2011年の東日本大震災等を受けて2019年度末まで
延長された．こうした統合推進のための国庫補助が創設
される一方で，この期間の終了後は，統合すべき事業と
して一定の要件を満たすにもかかわらず統合を行わない
簡易水道事業は建設改良のための国庫補助の対象から外
されることとなった．
統合され上水道事業に移行した場合，簡易水道事業で
あった場合に比べて国庫補助や地方財政措置は限定的な
ものとなった．ただし，統合後の上水道事業の経営を圧
迫する恐れのある旧簡易水道区域の整備事業は，統合後
も国庫補助の対象となり，地方負担分に対して地方財政
措置が講じられることになった．ここで「統合後の上水
道事業の経営を圧迫する恐れのある」とは「当該上水道
事業の資本単価が全国平均以上であり，旧簡易水道施設
の整備に要する事業費用が平均以上である場合」を指し，
また，対象となる旧簡易水道施設は「他の水道施設から
原則として200ｍ以上の距離を有するもの」に限られた
[16]．
その結果，簡易水道事業の統合は進み，2006年度の891
事業者（特別会計ベース）が2018年度には544事業まで
減少した[14]．しかし，物理的な施設統合が難しいケー
スが多く，施設管理体制の効率化・強化，公営企業会計
適用による経営状況の明確化（見える化），水道料金体
系の統一による料金負担の均てん化といった効果が確か
に見られたが，施設統廃合による経済効果は必ずしも発
揮されず，簡易水道統合によりむしろ経営悪化する例も
見られた[14,15]．
簡易水道事業を統合した上水道事業（複数の簡易水
道の統合により上水道事業となる場合も含む，「統合上
水道事業」と呼ぶ．）は，簡易水道事業ほどではないが，
それ以外の上水道事業よりも資本費平均が高く， 1 m3当
たり管路延長平均も長い．こうした特徴は，統合上水道
事業の経営が厳しくなる可能性を示している．もっと
も，そうした指標は旧簡易水道区域が全体に占める比率
によって異なる．特筆するべきは，旧簡易水道区域が全
体に占める比率が10％以下である場合には．資本費平均，
給水原価平均，料金回収率平均，そして 1 m3あたりの
管路延長平均のすべての指標で上水道平均とほぼ同水準
であることであろう[16]．
こうした統合上水道事業の特徴を踏まえて，2021年度
の地方公営企業に関する財政措置では，統合上水道事業
に関する財政措置が講じられた．財政措置の対象となる
事業は，①前年度末時点で経営戦略を策定しており，②
統合上水道事業に占める旧簡易水道区域の給水人口比率
の割合が10％以上，または有収水量 1 m3当たり資本費
もしくは給水原価が全国平均（大規模団体を除く）以上
の統合上水道事業である．経営戦略の策定が求められて
いるのは，今後も経営が厳しくなることが予測される中
でアセットマネジメントに基づき適切な更新投資が行わ
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れることを促すためであろう．
また，講じられる財政措置の内容は，旧簡易水道施設
（浄水場，管路等）の建設改良事業に係る水道事業債の
元利償還金の50％について一般会計から繰出を行い，そ
の繰出の50％について特別交付税措置を講ずるというも
のである[17]．なお，国庫補助等の対象となった建設改
良事業のための企業債だけでなく，地方単独事業として
実施される建設改良事業のための企業債の元利償還金が
対象となる[18]．

III．まとめ

簡易水道事業では，建設改良に対する国庫補助が極め
て限定されている上水道事業と異なり，手厚い国庫補助
が特徴的である．簡易水道の建設改良に対する国庫補助
は農山漁村の衛生環境の改善を目的としたものとして導
入され，のちに法定された．さらに，国庫補助制度は地
方財政制度と連携を深めていくことになる．住民の財政
負担を軽減するために一般会計繰出とそれに対する財政
措置が講じられるようになっていった．その後，辺地や
過疎地域の問題が生じるとそうした地域に対する特別な
財政措置が講じられることにもなった．
こうした手厚い簡易水道に対する財政措置は水道の普

及に貢献し，水道サービスは普遍的なサービスとしてと
らえられるようになっていった．そうした中で料金格差
問題に注目が集まり，その是正のための財政措置が設け
られることになった．
このように，使用者による負担を前提としながらも，

国庫補助制度と地方財政制度が連携することで，人口が
減少し，また，自然条件が不利な地域にあっても住民の
生活を維持しようとする仕組みになっている点が特徴的
であろう．
簡易水道事業では，人口規模が小さく，また自然条件

が不利であることから，資本費単価が高くなる傾向が見
られ，そのため，いずれの財政措置も資本費の大きさに
着目したものである．人口減少が進む中で更新事業を進
めていくと資本費が増高し，給水原価がさらに高まって
いくことが見込まれる中で，国庫補助制度や地方財政措
置の持続可能性も検討されなければならないだろう．そ
のためには，簡易水道事業の施設更新にあたり，適切な
将来規模に合わせた更新を行うこと，また，近隣施設と
の統廃合や身近な水源の有効活用など様々な形での更新
投資規模の適正化が検討される必要があるだろう．
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